























































































































































所調査 https : //creatorzine.jp/news/detail/1200
図２ コロナ禍の外出自粛によって増えた活動
３．２ インターネット利用と利用時間の詳細
２０００年から２０１５年のインターネットの利用時間の推移は、増加傾向にあり、対してテレビ視聴
はやや減少傾向であった。特に、インターネット利用時間は、二十代の増加が著しく、この期間
に１日平均３０分以下から１５０分近くに増加している。背景には、インフラに該当するサービスの
充実、課金制から定額制・常時接続といった料金体系の変化、モバイル端末の多様化があり、よ
り簡単に接続し、長時間の利用に対するハードルが減じられたことがある。さらに、若年層の興
味関心を呼んで離さないであろう SNSの普及もある。
ところで、コロナ禍が発生してからはどうであろうか。対面による活動がオンラインに大きく
代替されるのであれば、大幅な上昇の確認が仮定できるであろう。令和２年版の「情報通信白書」
（総務省）には、２０２０年のインターネット利用時間が含まれた時系列データが確認できないため、
ここでは筆者の調査データを用いて確認したい。
図３には、２０２０年５月から６月にかけて行ったインターネット利用時間調査のうち、比較的プ
ライベートな内容と捉えられる三つの項目について示している６）。図４は、ビジネスあるいは学
業に関する利用時間と考えられる三つの項目を示している。横軸は利用時間であり、「０．利用
しない」「１．３０分未満」「２．３０分～１時間未満」「３．１～２時間未満」「４．２～３時間未
満」「５．３～４時間未満」「６．４～５時間未満」「７．５時間以上未満」となっている。
まず、図３を見てみると「プライベートのサイト閲覧」に比較的多くの時間をかけている様子
が分かる。勿論、利用しない層も多いが、ほかの二つ「SNSの閲覧・書き込み」「プライベート
の会話」の目的に比べて、「プライベートのサイト閲覧」の利用時間は多くなっている。
６）調査時期は、２０２０年５月２８日から６月４日で、fastaskにモニタ登録している対象者に対してウェブア
ンケートを行った。サンプル数は５３１、１０代から８０代までを対象とし、男女比や年齢構成比はおよそ前年
の日本の人口構成比に近い割合を設定した。
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図４を見てみると、全体的に利
用しない層が多く、やや「仕事上
のサイト閲覧」を利用している回
答者が見られるが、「仕事上の会
議・打ち合わせ」「オンライン授
業の受講」を目的とした利用時間
は少ない。
これらのグラフから、二つの点
が指摘できるのではないだろう
か。まず、インターネットをビジ
ネスや学習目的よりも、プライ
ベートに利用している傾向が見ら
れる。これは、やはり人々の活動
が自分たち自身に向いている可能
性が示唆されるものではないだろ
うか。ただし、コロナ禍が契機と
なっているかどうかは、より多く
のデータを用いて前後の比較をす
る必要がある。もう一つは、イン
ターネットの利用法としては依然
として「閲覧」が中心であるとい
うことである。プライベートであ
れ、それ以外であれ、インターネ
ットの主な用途は複雑なアプリ
ケーションの使用やオンライン会
議システムよりも、サイトの閲覧
というインターネットの利用法と
しては基本的な使い方がなされて
いる。
４．考察
４．１ 五つの次元：社会情報シス
テムに見られる動向
前述の「外出自粛による活動の
変化」において、外出自粛の環境
下で人々が他とのコミュニケーシ
ョンよりも、個々の活動に時間を
割きたいと考えるようになった可
能性を示した。新しいメディア環
境の中で、このような動きがある
ことは、竹内らによる２１世紀社会
図３ インターネット利用時間（プライベート）
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情報システムにみられる大きな動
向の概観からも補強される７）。次
に示す動向は２１世紀社会情報シス
テムに見られる動きであり、社会
情報システムの多層的な生成を成
している。その動向は、「コモン
ズからマーケットへ」「パブリッ
クからプライベートへ」「ナショ
ナルからローカル、グローバルへ」
「リアルからバーチャルへ」「平
常時から緊急時へ」「大衆主導か
ら個衆主導へ」の六つに集約され
ている。この動向をまとめたもの
を、表１に示す。
ここに示した中で、コロナ禍に
おける活動の変化は、社会情報シ
ステムにおける動向の「パブリッ
クからプライベートへ」「リアル
からバーチャルへ」「大衆主導か
ら個衆主導へ」の流れに一致する
部分が見られる。例えばビジネス
や学習といった場面での公的な情
報メディア利用より、個人的な好
みに対応した動画の閲覧は「パブ
リックからプライベートへ」の一
面であるし、映画館やイベント会
場などのリアルな場で楽しむ方法
から、時間や場所を問わずにイン
ターネット上で楽しむことができ
る状況は「リアルからバーチャル
へ」に対応する。個々の趣味や関
心に応じた情報やコンテンツを得
るためには、大衆主導の情報より
個衆のニーズに向けて作成、発信
されたメディアが有効であり、「大
衆主導から個衆主導へ」に該当す
る。
公的な活動がオンラインに切り
７）竹内郁郎、児島和人、橋本良明編著。新版メディア・コミュニケーション論。北樹出版、２００５。２２４p。
「第４章 メディアの今日的生成と展開」より
図４ インターネット利用時間（ビジネス・学習）
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替わると、実際にその外形的な変化すなわち使用するツール類の開発と普及、それに対応してい
く仕組みに注目が集まりがちである。しかし、実際にはよりプライベートな情報メディア利用が
人々の間に浸透していることは、先に示した「社会情報システムの多層的な生成」の理論から見
ても自然な状況であると考えられよう。
４．２ 情報メディア利用における心理的側面の重要性
私たちの日常に、大きな社会的変化があった際、それに対応すべく国や自治体が動き、そして
個人個人にも行動に変化がもたらされる。通常の生活だけでなく、今回のコロナ禍ではビジネス
の場面、社会教育全般を含む教育の現場に特に大きな行動様式の変化を生じさせた。この状況へ
の対応には苦労を要し、技術的なスキルの習得を余儀なくされ、多大な時間が必要となり生活に
も影響を与えたことは確かであろう。その中で、私たちに変化があったのは技術や生活様式全般
についてだけではないのではないか。
表１ 社会情報システムの多層的な生成
社会情報システム上の動向 概要
コモンズからマーケットへ 研究者などにより情報やサービスが無料で提供され共有
される「コモンズ」から、優良で売買されるマーケットプ
レイスとしての性格を強める。
パブリックからプライベートへ 表領域（公的情報）から裏領域（私的情報）への変移。
公共的な情報空間に、私的な情報空間が拡大していく。
ナショナルからローカル、グローバルへ 主にマスメディアの動向をさす。全国（ナショナル）レ
ベルから、国際情報をブラウザで簡単に入手できるような
グローバルな社会情報システムが拡大していく。他方で、
市区町村レベルのローカルな地域社会でも、ローカルレベ
ルの社会情報システムが根付き、成長していく。
リアルからバーチャルへ 情報の送り手と受け手の間で対面的、直接的な相互作用
が行われるリアルな空間から、インターネットに代表され
る現実世界とは異なる仮想のパーソナリティを創造した
り、時間・空間、社会的属性等から比較的自由に構成され
るバーチャルな空間がつくり出され、日常生活のあらゆる
領域に組み込まれていく。
平常時から緊急時へ 現代の「リスク社会」に対して、平常時から緊急事態の
発生を想定した社会情報システムの構築が必要となる。災
害や大事故の際には、迅速な情報収集、処理、伝達による
活動が展開され、メディア環境の進化により緊急社会情報
システムも大きく発展していく。
大衆主導から個衆主導へ かつての、情報の送り手はマスメディアで受け手は一般
大衆であるという大衆主導の社会情報システムから、より
個別化した価値観やライフスタイル、文化選好をもつ人々
の多様な個衆のニーズに合わせた社会情報システムに代わ
っていく。
竹内郁郎他編著『新版 メディア・コミュニケーション論』７）p．９９―１０４をもとに作成
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例えば、自宅にいる時間が増え、自分に目を向ける機会が生じる。あるいは、家族と接する時
間が増え、より小さな集団に目を向ける機会が増える。このような状況では、心理的な側面に変
化が生じる可能性がかなり高いのではないだろうか。それは、プラベートを充実させるというポ
ジティブな側面もあり、またコロナ禍によって様々な不安が起こるというネガティブな側面もあ
る。ビジネスや学習、日常生活の様式が大きく変わる中で、最後に行きつくのはそれによって影
響を受ける個人の考え、感情等のプライベートな心理面ではないのだろうか。コロナ禍以前から、
多様な SNSツールを利用した情報の発信や利用については、外向性や自己肯定感等の個人特性
との関連が示唆されている８）。今回のような災禍の際に、情報メディア利用や情報行動が大きく
変わることは確かであるが、それと同時に人々の心理的な側面の変化を合わせて検討し、議論し
てく必要性がある。
５．おわりに
本稿では、コロナ禍以前の情報社会を概観し、コロナ禍以降のデータを用いて行動の変化を確
認し、情報メディア利用の考察を行った。そこで明らかになってきたことは、単純な情報メディ
ア利用の変化だけではなく、以前からある情報環境が土台として存在していること、外出自粛等
により情報メディア利用の変化を余儀なくされたことで個人に意識が向き、個人的な利用が高ま
った可能性があること、これにはかつてからある情報システムの動向の理論に当てはまる部分が
見られることである。
今後の課題としては、以下の点を挙げたい。一つは、情報メディア利用の変化を比較するため
に有用で信頼性の高いデータを用いて、前後の比較を行い統計的な検証をすることである。もう
一つは、心理的側面の変化と合わせて関連性を確認していくことである。このような取り組みに
よって、再び同じような状況に面したときに、技術的な向上や情報メディア利用の外枠だけの分
析から脱し、より人々の生活そのものや心理的変化を踏まえた新たな対策を講じる可能性がある
ことに期待したい。
８）長谷川幸代。情報メディア毎の利用者特性の分析と考察：公共図書館利用との関わりを含めた検討。第
１７回情報プロフェッショナルシンポジウム INFOPRO２０２０Plus、２０２０年、科学技術振興機構 オンライン、
主催：情報科学技術協会。
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